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【応募機関名称：大阪大学】 

３．これまでの主な取組と現況 

①知的財産の創出・管理・活用の体制整備 

(1)平成16年度から知的財産本部において全学

の知的財産は一元管理されている。知的財産ポ

リシーを基に知的財産創出等の啓発活動を進

めた結果、発明届数は年々増加傾向となり、平

成19年度は510件（見込み）に達し、法人化初

年度と比べて約1.6倍に増加した。一方で、平

成19年度から質重視の出願方針に変換し、国内

出願数は255件（見込み）に絞り込む一方、外

国出願数は94件（見込み）となった。平成19

年度の技術移転（特許実施許諾＋特許譲渡＋研

究成果有体物）数は82件で、対価収入は60,000

千円となり、法人化初年度の10倍超に増加した。 

(2)平成17年度からは企業等（財団法人、地方

公共団体を含む。）との共同研究等の契約窓口

一元化に加え、平成19年度からは研究成果有体

物の移転契約も当該本部で一元管理している。 
②利益相反マネジメントの体制整備 

平成16年度に「利益相反ポリシー」と「管理

規程」を制定し、理事・副学長（研究推進担当）

を委員長とする「利益相反管理委員会」、利

益相反に関する専門的事項について調査・検討

する「利益相反専門委員会」、利益相反で問

題となる点を未然に防ぐための教職員の相談

窓口である「利益相反相談室」を設置するこ

とととしている。「利益相反管理委員会」は、

教職員が自己申告した内容に関して審査し、改

善が必要と判断した者に対して改善勧告を行

うこととしている。なお、医学部では、別途、

臨床研究に限定した指針を定めている。 

③秘密保持体制の整備（意図せざる技術流出

の防止など） 

企業等への技術移転に向けて特許取得を図

る未公開の本学発明等は、技術移転を通じて

外部資金が獲得されることから本学の事業活

動に有用な情報であるとの認識のもとに、不正

競争防止法上の「営業秘密」として管理してい

る。本学発明等に係る秘密情報は、これを取り

扱う建物と部屋及び当該箇所へのアクセスを

物理的に制限するとともに、取扱者を限定す

る等の方法によって厳密に管理されている。企

業等との共同研究等により本学に持ち込まれ

る情報に営業秘密が含まれる場合には、当該情

報を特定し、当該本部において秘密保持契約書

又は共同研究契約書の秘密保持条項を適切に

規定し、研究担当者に契約遵守を周知徹底し

ている。 

④その他全般に産学連携関連の紛争への対応

（予防対応も含む） 

企業等との共同研究等で創作された発明等

の知的財産に関する紛争の予防策の一つとし

て、共同研究契約書等の条項を適切に規定し、

研究担当者にその内容を周知徹底している。

紛争が生じた場合には、本学法務室を中心に、

顧問弁護士、顧問弁理士及び学内専門家が協同

して対応する体制を整備した。 

⑤その他特筆すべき取組 

(1)産学官連携活動を積極的に展開するため、

平成17年度から徴収した、共同研究の産学官連

携推進活動経費（直接経費の10%）の全額を当

初から知的財産本部整備事業活動に充当した。 

(2)企業と大学がイコール・パートナーとして

運営する、国立大学法人初の新しい産学連携

制度である｢共同研究講座｣を設置し、1講座当

たり数千万円/年×複数年という大型で本格的

な共同研究が開始された。平成18及び19年度に

はそれぞれ3講座（2億円）と8講座（7億円）

の設置に至り、現在継続2講座と新設3講座（5

億4千万円）が手続き中である。 

(3)平成19年度の企業等との共同研究件数（受

入額）は634件（約24.2億：いずれも見込み）

で、法人化初年度と比べて件数で約1.4倍、金

額で約1.3倍に増加した。なお、平成19年度の

国等との受託研究件数（受入額）は610件（約

111.1億円：いずれも見込み）で、法人化初年

度と比べて件数、金額とも約1.4倍に増加した。 

⑥輸出入管理規制などの国際連携の体制整備 

国際的な共同研究等における海外への貨物

の輸出（試作品や試料等の送付・持ち出し）や

入国後6ヶ月が経過しない留学生（非居住者扱

い）に対する技術提供（当該技術に係る資料

の提示や電子メール、口頭での伝達を含む。）、

指導・訓練は、外国為替及び外国貿易法（外為

法）の規制対象となっており、経済産業大臣の

許可が必要となる場合があることを、セミナー

を開催して教職員等を啓発した。加えて、外為

法をはじめ安全保障貿易管理に関わる各種法

令に基づく規制内容（リスト規制、キャッチオ

ール規制）について教職員等に通達徹底した。 
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【応募機関名称：大阪大学】 

４．産学官連携戦略 

○「総括」 

国立大学法人化を契機に進められた大学知

的財産本部整備事業によって、本学の国内にお

ける産学官連携活動は着実に拡大してきた。ま

た、「地域に生き世界に伸びる」をモットーに

海外大学との間で多数の連携協定が締結され

教育・研究の国際連携が活発に展開されてきた

一方、産学官連携に関しては国際的な展開が今

後の大きな課題となっている。平成19年度に国

際産学官連携推進本部を設置して「国際産学官

連携ポリシー」を制定・公開するとともに、国

際的な産学官連携実施のための体制を整備し、

活動に着手・展開中である。また、平成19年度

に統合した旧大阪外国語大学の人材も組み込

んで国際的な産学官連携活動を展開していく。 

今後、国際的な産学官連携活動を強化・促進

していくために、海外ニーズの収集、本学シー

ズの発信、海外ネットワークの整備等に加え、

とりわけ、知財のインキュベーション活動に重

点・特化し、先端分野の未完成発明を実用性

の高い特許に育成・創出することに注力する。

当該目標実現のためには、体制整備、マネジメ

ント及び人材の確保と育成が必須要件であり、

本学は総力を挙げて取り組む。 

①「産学官連携戦略」に関すること。 

(1)今日、企業は熾烈な国際競争の中で優位な

状況を確立・維持していくためにオープンイノ

ベーションを展開し、外部研究機関からの技術

導入や国際的な共同研究等に大きな期待を寄

せている。このような産業界の期待に応えるた

め、本学は国際的な産学官連携を積極的に進め

るため、彩都における「国際創薬インキュベー

ション拠点」、米国における「国際インキュベ

ーション拠点」及び学内における「国際共同研

究講座」の実現に注力し、以て本学の研究能力

の向上と国際競争力の強化に繋げる。 

(2)国際的な産学官連携を展開する上で必要と

なる研究・技術・知財シーズの英文版を既に一

部公開中である。海外企業等への情報発信ル

ートを整備するとともに、共同研究等の提携先

を求めて積極的な活動を実施する。海外企業等

との戦略的提携には特許が核となるため、特許

出願は外国出願を念頭に行う。 

②戦略達成のための「マネジメント」に関す

ること。 

(1)特許出願等経費を含めた当初の自己財源

として、産学官連携活動推進経費の全額（約1.8

億円）に加えて、受託研究の間接経費（約4千

万円）、実施料等収入（約6.6千万円）を加算

した、総額で約2.8億円を充てる。不足した場

合は、間接経費等で補填する。事業期間終了後

は、約5億円を確保し、自立的な運営を目指す。 

(2)研究成果から新規なコンセプトや技術の元

になる発明の芽を発掘する活動を実施すると

ともに、特許出願に際しては「特許活用戦略委

員会」で権利確保を重視した戦略を検討する。

また、特許活用に当たっても当該委員会でマー

ケティング戦略を立案・実行する。 

③戦略達成のためにあるべき「体制」に関す

ること。 

(1)本学は産学官連携を明示的に担う室として

「研究・産学連携室」を新設し、当該連携に加

えて研究推進と知的財産に係る企画･立案及び

それらに必要な資料収集を行う。 

(2)法人化後に設置した知的財産本部、スーパ

ー産学官連携機構、国際産学官連携戦略本部を

統合し、全学的な「産学連携推進本部」を編成

して「研究・産学連携室」と連携して活動に当

たる。当該本部内の各３部（総合企画部、知的

財産部、イノベーション創出部）それぞれに国

際担当を配置して国際的な産学官連携活動を

展開する。 

(3)海外企業等との共同研究等の実施に当たっ

ては、海外企業ネットワークの構築、交渉・契

約の実施を通じたノウハウの収集、共同研究等

のテーマ設定と学内研究室の選択などを適切

に実施できる体制を構築する。また、研究・技

術・知財シーズ情報を体系的かつタイムリーに

海外に発信できる体制整備を継続し、共同研究

等の実施に結びつける機会を増やす。 

(4)有望であるが未完成な発明は、前記イノベ

ーション創出部で編成したインキュベーショ

ン・チームにおいて、実用性を高めたものに仕

上げてから出願する体制を構築する。このプロ

セスの中で、国際的に通用する若手の知財人材

を育成する。さらに、人材育成は、経験豊富な

人材と若手人材が協力して海外の知的財産関

連の法制度への対応、外国語での契約や交渉等

を進めていく過程でも実施する。 
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【応募機関名称：大阪大学】 

５．事業計画 

①「目標」に関すること。 

(1)学内外に公開した「国際産学官連携ポリシ

ー」の下に、国際的な産学官連携活動に積極的

に取り組むことを周知徹底する。 

(2)体制の構築に当たっては、国際的なレベル

での契約交渉、知財･法務実務などが実施でき

る人材を確保する。 

(3)従来不足していた研究マネジメントは、研

究管理と研究契約を担う「研究企画担当者（以

下「マネージャー」という。）」と研究シーズ

の知財化と活用に携わる「知財専門研究員（以

下「リサーチャー」という。）」の配置によっ

て強化する。 

(4)海外での活用を念頭に基本特許に絞り込

んで戦略的に出願・権利取得する。本学単独発

明の新規国内出願は年間50～100件、新規PCT

出願はその内の25～50件を年間目標とする。 

(5)海外企業等との共同研究等の件数は、2年後

に倍増、事業終了時に5倍増を目標とする。 

②目標達成のための「戦略・マネジメント」

に関すること。 

(1)外国特許出願費を含めた中長期的な自己負

担経費は、前述のように共同研究の産学官連

携活動推進経費、受託研究の間接経費、実施料

等収入を充てる。とりわけ、国等からの受託

研究で創作された基本発明の特許出願等費用

は間接経費を充当するものとする。 

(2)世界トップレベル研究拠点プログラム、グ

ローバルCOEプログラム及び当該本部で選定さ

れた有望プログラムに対して、マネージャー及

びリサーチャーを重点的に配置して知財の発

掘を強化し、加えて海外企業等との共同研究

等の実施を支援する。 

(3)「リスク管理委員会」において共同研究等

における秘密保持義務及び外為法などの各種

法令に基づく規制の遵守を点検する。  

(4) 産学連携推進本部の運営会議（毎月開催）

を自己点検の場とし、国際的な共同研究等の進

展状況及び外国特許の創出・活用に関する評価

を実施する。 

③目標達成のために必要な「活動の特色」に

関すること。 

(1)「特許活用戦略委員会」に若手人材を参加

させて国際的に通用する知財人材として育成

する。 

(2)国際的な特許紛争処理、意図せざる技術情

報・研究情報の流出防止、法務機能の強化及び

紛争予防に対しては、前記の「リスク管理委員

会」が責任を持って適切に対応する。 

(3)海外拠点及び提携した海外大学技術移転機

関を通して、英文版の研究・技術・知財シーズ

の情報発信を継続し、国際的なニーズとのマッ

チングを行う。 

(4) 「特許活用戦略委員会」において外国特

許出願・維持費用の高コストと発明の実用化見

通しを十分考慮した上で、戦略的に外国特許を

出願する。 

④目標達成のためにあるべき「体制」に関す

ること。 

(1)「総合企画部」では、産学官連携コーディ

ネーター、マネージャー、リサーチャーに加え、

海外経験豊富な人材を学内外から登用し、国際

的な産学官連携を戦略的に立案し活動の最大

化を図る。 

(2)「知的財産部」では、国際知財や国際法務

の専門家、国際契約等の実務経験者を加えた

「特許活用戦略委員会」での議論を踏まえて、

戦略的な特許の出願・維持・管理・活用を行う。

(3)「イノベーション創出部」では、インキュ

ベーション・チームを編成し未完成の発明を実

用性の高い発明に洗練し、特許出願に繋げる。 

⑤国際的な産学官連携活動についての事業期

間終了後の「将来像」に関すること。 

(1)国際的な産官学連携活動に必要な資金が

確保され、自立的に運営されている。 

(2)当該連携活動に必要な法務、財務等に関す

る知識やノウハウを習熟した産学官連携関係

者が中心となって、産学官連携活動が国内外

の区別なく円滑に実施できる状況にある。 

(3) マネージャーやリサーチャーが新規な職

域として認知され、研究成果の中から国際的

に通用する優れた発明等を発掘して基本特

許に仕上げていく活動が積極的に展開でき

る状況である。 

(4)海外ニーズに沿った本学の研究・技術・知

財のシーズは、海外拠点や海外技術移転機関

のネットワークを通じて情報提供され、海外

企業等との共同研究等の実施が円滑に展開

できる状況に至っている。 
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【応募機関名称：大阪大学】 
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年 度 事業内容 

平成２０年度 

 

①目標（体制の強化と制度づくり） 

従来組織を再編成して、3部体制の「産学連携推進本部」を新設し、各部に国際担当

を配置し国際的な産学官連携活動を継続・展開し、当該活動を国内外へ周知する。

②事業内容 

海外拠点と海外ネットワークを強化するとともに、海外ニーズの収集と本学シーズ

の情報発信のための体制を整備する。海外企業等との契約交渉の方針及び知的財産

に係る出願等の戦略を立案・実行する。外国出願を念頭においた基本発明の発掘と

当該発明をブラッシュ・アップするインキュベーション活動に着手する。 

平成２１年度 

 

①目標（インキュベーション活動の活性化） 

「産学連携推進本部」の3部において国際的な産学官連携活動を軌道に乗せる中で、

各部、とりわけイノベーション創出部のインキュベーション活動に注力する。 

②事業内容 

基本発明のインキュベーション活動の成果を外国出願に繋げるとともに、洗練した

シーズとして情報発信し海外企業等との連携活動に繋げる。「国際創薬インキュベ

ーション」及び「国際インキュベーション」の拠点形成を促進する。海外ニーズの

収集と海外ネットワークの拡大を継続する。 

平成２２年度 

 

①目標（国際的な組織的連携） 

実施中の海外企業等との共同研究等のフォローアップを実施し、海外機関等との

個々の連携活動を組織的連携にまで拡大する。 

②事業内容 

個々の共同研究等をフォローアップし、その成果を生かして組織的連携にまで拡大

する。世界トップレベル研究拠点プログラム及びグローバルCOEプログラムの研究成

果から発掘された基本発明を、インキュベーション活動により実用性の高い特許出

願に結び付ける。本事業の成果還元と自己点検のためのシンポジウムを開催する。

平成２３年度 

 

①目標（国際連携の多面的拡大） 

海外企業等との広範で多面的な国際連携活動を目標とし、当該活動の範囲と内容を

拡大・拡充する。 

②事業内容 

情報発信するシーズの充実、交渉技術習熟により、各国の企業等との多面的な連携を

達成し、その連携活動の範囲と内容を拡大･拡充する。提携相手と共同して共同研究

等から創作された発明の特許出願を行い、その成果を更に共同研究等の継続・発展

に繋げる。 

平成２４年度 

①目標（国際共同研究講座の設置と当該本部の自立） 

「国際共同研究講座」を設置するとともに、海外企業等との連携活動を一段と高め、

「産学連携推進本部」を財政的に自立可能なものとする。 

②事業内容 

BOTによる新規研究棟（テクノアライアンスセンター）を活用して、海外企業を取り

込んで国際展開できる「国際共同研究講座」を設置する。また、海外機関等との共

同研究等から有用な特許を継続的に出願し、国際連携活動を質・量ともに高める。

以て、国際的産学官連携を一段と強化し、同本部を財政的に自立可能なものとする。



【応募機関名称：大阪大学】 

６．事業計画の年度別計画 

〔数値目標〕 

①発明状況 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度  

 発明届出件数 550件 550件 550件 550件 550件

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

出願件数 300件 300件 300件 300件 300件

登録(権利化)件数 15件 30件 30件 35件 40件

 

保有件数 143件 167件 195件 230件 268件

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

件数 80件 90件 105件 120件 135件

件数（ＴＬＯ経由） 5件 10件 15件 20件 25件

収入額 50,000千円 60,000千円 70,500千円 91,500千円 126,000千円

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） 5,000千円 6,000千円 7,000千円 9,000千円 12,000千円

    ④共同研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入件数 640件 655件 670件 685件 700件

 

 

受入額 2,496,000千円 2,685,500千円 2,881,000千円 3,151,000千円 3,500,000千円

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入件数 622件 638件 655件 675件 704件

 

 

受入額 11,257,000千円 11,554,000千円 11,868,000千円 12,234,000千円 12,770,000千円

    ⑥その他特色ある知的財産活動 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

外国特許出願件数 38件 75件 75件 88件 100件

うち単独出願件数 15件 30件 30件 35件 40件

ＰＣＴ出願件数 63件 75件 88件 100件 125件

うち単独出願件数 25件 30件 35件 40件 50件

特許登録件数 5件 5件 30件 60件 60件

特許保有件数 35件 40件 70件 130件 190件

実施許諾等件数 * 2件 3件 4件 5件 6件

実施許諾等収入額 * 4,000千円 6,000千円 8,000千円 20,000千円 40,000千円

ＭＴＡ件数 * 20件 25件 30件 35件 40件

ＭＴＡ収入額 * 12,000千円 15,000千円 20,000千円 30,000千円 40,000千円

     

 

共同研究件数 * 10件 15件 20件 25件 30件
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【応募機関名称：大阪大学】 

共同研究金額 * 50,000千円 100,000千円 150,000千円 250,000千円 400,000千円

受託研究件数 * 5件 7件 10件 10件 15件

 

受託研究金額 * 100,000千円 150,000千円 200,000千円 250,000千円 300,000千円

    ＊ 相手方が外国企業（日本法人を除く） 
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【応募機関名称：大阪大学】 

７．資金等計画 

①総表                                    （単位：百万円） 

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

大学等の総予算 113,510 119,103 119,103 119,103 119,103 119,103

産学官連携戦略全体金額 389 386 416 450 518 613

産学官連携経費割合 0.3％ 0.3％ 0.3％ 0.4％ 0.4％ 0.5％

事業計画分 163 102 100 100 100 100

 

(61)* (75)* (100)* (100)*

 

(150)*

補助・支援事業 

(150)*ＪＳＴ特許出願支援制度 

間接経費等 177 218 235 253 280 317

実施料等収入 49 66 81 98 140 

* ＪＳＴ特許出願支援制度は、会計処理上、法人収入とはならないため、産学官連携戦略全体金額，産学官

連携経費割合には含めずに計算した。 

 

②その他（産学官連携人材の派遣・配置）                     （単位：人） 

 

 

200

その他 0 0 0 0 0 0

計 226 284 316 351 420 517

(うち国内出願等経費) 37 40 40 60 60 60

(うち外国出願等経費) 71 87 116 116 175 175

自
己
負
担
分
（
財
源
） 

負担割合 58.1％ 73.6％ 76.0％ 78.0％ 81.1％ 84.3％

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

文部科学省産学官連携

コーディネーター 

ＮＥＤＯフェロー 

（財）大阪産業振興機構 

1 

 

4 

3 

1 

 

4 

3 

1 

 

1 

3 

1 

 

1 

3 

1 

 

1 

3 

1 

 

1 

3 
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【応募機関名称：大阪大学】 

７．資金等計画 

③２０年度事業計画の経費内訳                         （単位：千円） 

平成２０年度（７月から翌年３月まで。） 

費目 種別 委託費の額 備考（消費税対象額を記載）

業務担当職員（マネージャー） 37,903  

業務担当職員（リサーチャー） 7,438  

補助者（事務職員） 525  

社会保険料等事業主負担分 3,211

 

 

人件費 

計 49,077 ※消費税対象額 

消耗品費 3,000  

国内旅費 1,000  

外国旅費 20,000 ※消費税対象額 

諸謝金 5,000 ※消費税対象額 

印刷製本費 500  

雑役務費 10,000  

消費税相当額 3,704  

業務実施費 

計 43,204  

一般管理費  9,229  

合計  101,510  
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【応募機関名称：大阪大学】 

８．戦略達成のための体制 

〔応募機関の体制図〕 

応募機関における産学官連携組織の責任者 

  氏 名：西尾章治郎 

  役 職：理事・副学長（研究・産学連携担当）・産学連携推進本部長 

 

（体制図） 【平成19年度】 

大　阪　大　学　の　産 　学　官 　連 　携　体　制　

⑦⑦

各部局 （研究科 ・研究所・センター ）

彩 都 ラ イ フ
サ イ エ ン ス

パ ー ク

青 い 銀 杏 の 会

大 阪 T LO
関 西 T LO

T LO ひ ょ う ご

阪 大 イ ノ ベ ー
シ ョン フ ァ ン

ド

お お さ か
大 学 起 業
支 援 機 構

ク リ エ ー シ ョ
ン コ ア 東 大 阪

そ 　の 　他

知的財産本部 先端科学
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

研究推進部
産学連携課

スーパー産学官連携機構

国際産学官連携推進本部

◆ 知 的 財 産 の 創 出 ・管 理 ・活 用
◆ 知 的 財 産 の 社 会 還 元 　 等

○ 本 部 長 （兼 任 ）　 【1名 】
○ 副 本 部 長 （兼 任 ）【2名 】

○ 知 的 財 産 推 進 部 長 （兼 任 ）
　　 　　 　　 　　 　　 　　 　【1名 】

○ 研 究 財 務 企 画 部 長 （兼 任 ）
　　 　　 　　 　　 　　 　　 　【1名 】
○ 知 的 財 産 ﾏﾈ ｰｼ ﾞｬｰ【6名 】
○ 特 任 助 教 【1名 】
○ N E D O フ ェ ロ ー 【1名 】
○ 任 期 付 事 務 職 員 【2名 】
○ 事 務 補 佐 員 【2名 】
○ 派 遣 事 務 職 員 【2名 】

◆ 共 同 ・受 託 研 究 の 企 画 ，実 施
◆ 共 同 研 究 プ ロ ジ ェ ク ト の 提 案
◆ 大 学 発 ベ ン チ ャ ー の 支 援 等

○ ｾﾝﾀｰ長 （兼 任 ）　【1名 】
○ 副 ｾﾝﾀｰ長 （兼 任 ）【3名 】
○ 教 授 【2名 】
○ 助 教 【3名 】
○ 産 学 官 連 携 C D 【1名 】
○ 特 任 教 授 【1名 】
○ 特 任 研 究 員 【1名 】
○ Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ フ ェ ロ ー 【8名 】
○ 客 員 研 究 員 （兼 任 ）【3名 】
○ 事 務 補 佐 員 【3名 】

◆ 組 織 的 か つ 戦 略 的 産 学 官 連 携 体 制 の 構 築
◆ 基 盤 技 術 の 活 用 ・産 業 化 に 向 け た 研 究 開 発 プ ラ ン の 策 定 ・推 進 　等

○ 機 構 長 （兼 任 ）【1名 】　　 　　 ○ 副 機 構 長 【1名 】　 ○ 副 機 構 長 （兼 任 ）【1名 】
○ 機 構 長 補 佐 （兼 任 ）【2名 】　 ○ 特 任 助 教 【1名 】　 ○ 機 構 員 （兼 任 ）【2名 】
○ 事 務 補 佐 員 【1名 】

◆ 共 同 ・受 託 研 究 の 契 約 業 務
◆ 知 的 財 産 本 部 等 に 係 る 事 務
◆ 実 施 料 ，補 償 金 の 処 理 　等

○ 常 勤 事 務 職 員 【5名 】
○ 任 期 付 事 務 職 員 【1名 】
○ 事 務 補 佐 員 【6名 】
○ 派 遣 事 務 職 員 【5名 】

◆ 国 際 的 に 通 用 す る 本 格 的 な 共 同 研 究 の 推 進
◆ 国 際 貢 献 に 資 す る 戦 略 知 財 の 創 生 ・活 用 　等

○ 特 任 教 授 【4名 】（米 国 駐 在 1名 含 む ）　○ 特 任 助 教 【1名 】
○ 特 任 研 究 員 【2名 】　 ○ 委 嘱 ア ド バ イ ザ ー 【3名 】　 ○ 本 部 員 （兼 任 ）【15名 】

総　　　　　長
役　　員　　会

研　究　推　進 　室
（室長 ：副学長）

研
究
環
境
・
法
務
・
資
金
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
等
の
連
携
・
支
援

社　

会　

・　

産　

業　

界

 

【平成20年度～】 

事務部門（研究推進部 産学連携課）

○○
PJ

○○
P J

イノベーション創出部 知的財産部総合企画部

国際的産学官連携活動推進（産学官連携戦略展開事業による強化 ）

○ 部 長 （兼 任 ）【1名 】

○ 知 的 財 産 ﾏﾈｰｼﾞｬｰ【７名 】

○ 特 任 助 教 【１名 】

○ 特 任 研 究 員 【１ 名 】

○ N ED O フ ェロ ー 【1名 】

○ 特 任 事 務 職 員 【４ 名 】

○ 事 務 補 佐 員 【１ 名 】

○ 部 長 （兼 任 ）【1名 】

○ 教 授 【1名 】　○ 助 教 【2名 】

○ 特 任 研 究 員 【4名 】

○ 産 学 官 連 携 C D 【1名 】

○ コ ー デ ィネ ー タ【7名 】

○ N ED O フ ェ ロ ー 【3名 】

○ 事 務 補 佐 員 【1名 】

総　長
役員会

運 営 会 議

産学連携推進本部
本部長：西尾章治郎

連 絡 調 整 会 議

インキュベーションチーム

特許活用戦略委員会

研究・産学連携室

○ 常 勤 事 務 職 員 【5名 】
○ 事 務 補 佐 員 【6名 】

○ 任 期 付 事 務 職 員 【1名 】
○ 派 遣 事 務 職 員 【5名 】

各部局
（研究科・研究所・センター）

社　

会　

・　

産　

業　

界

彩 都 ラ イ フ
サ イ エ ン ス

パ ー ク

青 い 銀 杏 の 会

大 阪 T LO
関 西 T LO

T LO ひ ょ う ご

阪 大 イ ノ ベ ー
シ ョン フ ァ ン

ド

お お さ か
大 学 起 業
支 援 機 構

ク リ エ ー シ ョ
ン コ ア 東 大 阪

そ 　の 　他

研
究
環
境
・
法
務
・
資
金
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
等
の
連
携
・
支
援

○ 部 長 （兼 任 ）【1名 】

○ 教 授 （兼 任 ） 【5名 】

○ 准 教 授 （兼 任 ） 【1名 】

○ 助 教 （兼 任 ） 【4名 】
○ 特 任 研 究 員 （兼 任 ） 【2名 】

国際交流本部
海外拠点

海 外 技 術
移 転 会 社

海 外 特 許
調 査 会 社

○ 研 究 企 画 担 当 者 （マ ネ ー ジ ャ ー ）【４ 名 】
○ 知 財 専 門 研 究 員 （リ サ ー チ ャ ー ）【２ 名 】
○ 補 助 者 （事 務 補 佐 員 ）【２ 名 】

◆ 段 階 的 ｲﾝｷｭﾍ ﾞｰｼｮﾝの 実 施

◆ ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ人 材 養 成 　等

◆ 共 同 ・受 託 研 究 の 企 画 推 進

◆ 研 究 成 果 発 信 ・情 報 収 集 等

◆ 知 財 の 創 出 、管 理 、活 用

◆ 特 許 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ　等

リスク管理委員会
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【応募機関名称：大阪大学】 

③学部等・教員数： 

教 員 数  

学 部 等 名 教 授 准教授 講師 助教 助手 各種講師

 

キャンパスの所在地 

事務局 2名 1名 1名 大阪府吹田市 

文学研究科等 55名 26名 4名 16名 大阪府豊中市 

人間科学研究科等 41名 27名 2名 16名 1名 大阪府吹田市 

外国語学部   大阪府箕面市 

法学研究科等 16名 13名 2名 1名 3名 大阪府豊中市 

経済学研究科等 27名 17名 3名 2名 3名 大阪府豊中市 

理学研究科等 68名 64名 13名 79名 1名 大阪府豊中市 

医学系研究科等 92名 95名 43名 289名 2名 大阪府吹田市 

医学部附属病院 2名 11名 6名 27名 大阪府吹田市 

歯学研究科等 21名 18名 9名 46名 3名 大阪府吹田市 

歯学部附属病院 1名 3名 18名 9名 大阪府吹田市 

薬学研究科等 18名 10名 3名 25名 大阪府吹田市 

工学研究科等 142名 121名 41名 159名 大阪府吹田市 

基礎工学研究科等 55名 53名 3名 70名 1名 大阪府豊中市 

言語文化研究科 48名 46名 1名 2名 大阪府豊中市 

国際公共政策研究科 16名 13名 3名 1名 大阪府豊中市 

情報科学研究科 29名 33名 26名 1名 大阪府吹田市 

生命機能研究科 22名 27名 24名 大阪府吹田市 

高等司法研究科 20名 5名 大阪府豊中市 

微生物病研究所 21名 24名 42名 大阪府吹田市 

産業科学研究所 29名 33名 64名 大阪府茨木市 

蛋白質研究所 14名 13名 21名 大阪府吹田市 

社会経済研究所 11名 1名 2名 3名 大阪府茨木市 

接合科学研究所 13名 12名 1名 9名 大阪府茨木市 

低温ｾﾝﾀｰ   2名 大阪府吹田市 

超高圧電子顕微鏡ｾﾝﾀｰ 1名 2名 1名 大阪府茨木市 

ﾗｼﾞｵｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合ｾﾝﾀｰ 1名 1名 大阪府吹田市 

環境安全研究管理ｾﾝﾀｰ 1名  1名 1名 大阪府吹田市 

留学生ｾﾝﾀｰ 5名 6名 大阪府吹田市 

生物工学国際交流ｾﾝﾀｰ 1名 1名 2名 大阪府吹田市 

極限量子科学研究ｾﾝﾀｰ 3名 2名 2名 大阪府豊中市 

太陽ｴﾈﾙｷﾞｰ化学研究ｾﾝﾀｰ 2名 2名 大阪府豊中市 

総合学術博物館 2名 3名 1名 大阪府豊中市 

大学教育実践ｾﾝﾀｰ 12名 5名 1名 3名 大阪府豊中市 

先端科学ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 6名 2名 8名 大阪府吹田市 

保健ｾﾝﾀｰ 5名 2名 1名 4名 大阪府豊中市 
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【応募機関名称：大阪大学】 

臨床医工学融合研

究教育ｾﾝﾀｰ 

1名 3名 8名 3名 大阪府吹田市 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ 8名 4名 5名 3名 大阪府吹田市 

金融・保険教育研

究ｾﾝﾀｰ 

  3名 大阪府豊中市 

科学教育機器ﾘﾉﾍﾞ

ｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 

 1名 大阪府豊中市 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 2名 4名 1名 2名 大阪府吹田市 

世界言語研究ｾﾝﾀｰ 19名 31名 6名 5名 大阪府箕面市 

日本語日本文化教育ｾﾝﾀｰ 6名 12名 1名 大阪府箕面市 

核物理研究ｾﾝﾀｰ 6名 6名 8名 大阪府茨木市 

ｻｲﾊﾞｰﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ 7名 8名 4名 5名 大阪府茨木市 

ﾚｰｻﾞｰｴﾈﾙｷﾞｰ学研究ｾﾝﾀｰ 10名 13名 9名 大阪府吹田市 

学際融合教育研究

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

1名  大阪府豊中市 

免疫学ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究ｾﾝﾀｰ 3名  大阪府吹田市 

中之島ｾﾝﾀｰ   1名 大阪府大阪市 

ﾅﾉｻｲｴﾝｽ･ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞ

ｰ研究推進機構 

1名  6名 大阪府豊中市 

ｻｽﾃｨﾅﾋﾞﾘﾃｨ･ｻｲｴﾝｽ

研究機構 

  5名 大阪府吹田市 

情報基盤ﾃﾞｻﾞｲﾝ機構 1名  大阪府茨木市 

文書館設置準備室   1名 大阪府豊中市 

女性研究者ｷｬﾘｱ･

ﾃﾞｻﾞｲﾝﾗﾎﾞ 

 1名 大阪府吹田市 

 計867名 計775名 計180名 計16名 計3名計1,005名 合計2,846名 

 

④キャッシュフロー計算書又は資金収支計算書（平成18年度）： 

 （キャッシュフロー計算書）                      （単位：百万円） 

 予算 決算 差異 

Ⅰ 業務活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ 13,288 17,137 3,849

Ⅱ 投資活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ -9,619 -18,631 -9,012

Ⅲ 財務活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ -4,409 -7,234 -2,825

Ⅳ 資金に係る換算差額 0 2 2

Ⅴ 資金減少額 -740 -8,725 -7,985

Ⅵ 資金期首残高 15,115 21,611 6,496

Ⅶ 資金期末残高 14,375 12,885 -1,490

  注：端数処理の関係上、各項目の合計額が一致しない箇所がある。 

     13



【応募機関名称：大阪大学】 

１０．「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」（平成15年7月知的財産戦略本部

決定）への対応状況等について 

①大学知的財産本部とＴＬＯが連携し各種方針・ル

ールの策定等の機能強化を図る。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

TLOに対し優先的に知的財産を開示し、その自主判

断でマーケティング案件を選択できる独自の体制

を整備している。また、平成19年度には、一部TLO

の体制変化に伴い、連携方法の見直しを実施した。 

 

②社会貢献が研究者の責務であることを大学等に

おいて明確に位置付ける。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

大阪大学憲章、産学官連携活動理念への明文化 

評価項目への反映。 

http://www.ipo.osaka-u.ac.jp/img/download_im

g/download_soce/katudourinen.pdf 

 

③研究者の業績評価は研究論文等と並んで知的財

産を重視する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

個人評価基準は部局毎の対応としているが、知的

財産を業績評価の要素としている部局がある。 

 

 

 

④透明性・公正性に配慮した評価システムを構築

し学内に周知する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

評価・広報室において毎年、教育、研究、業務等

に関する調査を行い評価するとともに、部局で個

人評価を行っている。 

 

 

⑤発明に関する権利を承継し実施料収入を得た場

合の発明者個人に還元すべき金額の支払ルールを

明確化する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

発明規程に明文化し、実施料収入を個人や研究室

に還元している。 

http://www.ipo.osaka-u.ac.jp/img/download_im

g/download_soce/hatumeikitei.pdf 

 

 

⑥各大学の創意工夫に基づく特色ある大学知的財

産本部の整備・充実・強化を図る。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

本学独自のシステムである共同研究講座制度を立

ち上げ、既に14講座（1講座あたり平均3,600万円/

年）が決定している。 

 

 

⑦知的財産の創出・保護・活用に関する基本的考

え方を確立する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

産学官連携活動理念、知的財産ポリシー及び国際

産学官連携ポリシーにおいて、本学の先進的、独

創的研究成果を知的財産の形として社会へ役立て

ることを明文化している。 

 

⑧産学官連携と知的財産管理機能を集中し産業界

からみた窓口の明確化を進める。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

産業界からの共同・受託研究契約、知的財産管理

は既に一元化している。さらに、平成20年4月には、

産学連携推進本部を設置し、産学官連携と知的財

産管理機能を統合する。 

 

⑨知的財産の機関一元管理を原則とした体制を整

備する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

法人化初年度より、知的財産の一元管理をしてい

る。平成19年度には、発明承継判定の新基準とし

て、活用を重視した、より総合的な評価法を導入

した。 

 

⑩特許出願しない発明の研究者への還元や自らの

発明を異動先で研究継続できるような柔軟な措置

を講じる。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

本学で出願を行わない発明等は、非承継として発

明者へ返還している。また、研究者の他大学への

異動に伴い、成果有体物を所有権毎無償で移転 

し、研究に支障がないよう配慮している。 
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【応募機関名称：大阪大学】 

⑪産学官連携ルール（営業秘密、共同研究による

知的財産の帰属等）や契約書の雛形などを整備し

外部に公表する。  

■ 対応済   □ 対応できていない 

知的財産ポリシー、各種規程や、共同・受託研究

契約、MTA、秘密保持契約等の雛形はホームページ

上で公開している。また、平成19年度には、共同・

受託研究規程及び契約書雛形の見直しを実施した。 

http://www.ipo.osaka-u.ac.jp/download.htm 

 

⑫企業と大学等の協議結果を踏まえた共同・受託

研究契約の締結ができるよう柔軟性を確保する。 

  ■ 対応済   □ 対応できていない 

法人化初年度より、不実施補償への対応も含めた

柔軟な契約体制を整えており、平成19年度は235

件（見込）の協議に応対した。 

 

 

⑬起業する研究者の求めに応じた権利の移転や実

施権の設定を可能とする柔軟なルールを整備する。 

   ■ 対応済   □ 対応できていない 

共同研究から生まれた発明についても企業が同意

すればベンチャーで使用できるようにする研究雛

形とする等も含め、発明者の意向を尊重している。 

http://www.ipo.osaka-u.ac.jp/img/download_im

g/download_soce/titekizaisanpolicy.PDF 

 

⑭研究マテリアルの移転条件や移転手続きを定め

たルールの周知を図り、使用の円滑化を図る。               

■ 対応済   □ 対応できていない 

 

研究成果有体物の学術・産業上の有効利用の促進

を目的として、法人化当初から規程で定めており、

平成19年度からは、さらに知的財産本部で一元化

した対応ができるよう規程改正を行った。 

http://www.ipo.osaka-u.ac.jp/img/download_im

g/download_soce/seikayutaibutukitei.pdf 

 

⑮発明者の明確化、共同研究成果の明確化等に資

する研究ノートの記載・管理方法について研究・

教育を実施し研究ノートの使用を奨励する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

共同研究において、研究ノートの記録を義務付け

ている。 
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【応募機関名称：大阪大学】 

１１．現状に関するデータ 

①発明状況 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度  

 発明届出件数 538件 555件 323件 525件 510件

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

出願件数 195件 362件 473件 255件

登録(権利化)件数 15件 15件 15件 17件

 

保有件数 124件 115件 118件 133件

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

件数 44件 63件 26件 80件

件数（ＴＬＯ経由） 26件 28件 1件 2件

収入額 4,990千円 7,304千円 8,748千円 40,000千円

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） 15千円 58千円 147千円 3,050千円

    ④共同研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入件数 306件 457件 584件 640件 625件

 

 

受入額 1,250,466千円 1,810,734千円 2,149,645千円 2,349,059千円 2,385,115千円

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入件数 401件 438件 561件 563件 607件

 

 

受入額 5,504,971千円 7,784,699千円 8,963,379千円 9,857,561千円 10,985,341千円

    ⑥その他特色ある知的財産活動 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

外国特許出願件数 27件 0件 30件 45件 94件

外国特許登録件数 5件 7件 7件 5件 3件

外国特許保有件数 31件 34件 32件 37件 34件

ＭＴＡ件数 * 0件 3件 4件 9件 15件

ＭＴＡ収入額 * 0千円 5,078千円 8,281千円 18,524千円 8,550千円

共同研究件数 * 0件 0件 2件 3件 9件

共同研究金額 * 0千円 0千円 13,631千円 17,200千円 31,380千円

受託研究件数 * 0件 0件 1件 2件 3件

     

 

受託研究金額 * 0千円 0千円 17,436千円 3,202千円 119,724千円

    ＊ 相手方が外国企業（日本法人を除く） 

 

     16




